
(単位　円)

科目

固定資産 ( 9,946,534,960 ) ( 10,054,101,557 ) ( △ 107,566,597 )
有形固定資産 < 9,058,837,679 > < 9,241,726,147 > < △ 182,888,468 >

土地 2,901,233,651 2,889,233,651 12,000,000
建物 4,921,433,936 5,107,048,253 △ 185,614,317
構築物 263,317,647 293,340,076 △ 30,022,429
教育研究用機器備品 379,615,341 380,009,919 △ 394,578
管理用機器備品 56,225,256 35,558,526 20,666,730
図書 526,819,346 519,316,564 7,502,782
車両 10,192,502 17,219,158 △ 7,026,656

特定資産 < 830,582,686 > < 750,582,686 > < 80,000,000 >
第３号基本金引当特定資産 30,000,000 30,000,000 0
退職給与引当特定資産 370,582,686 340,582,686 30,000,000
減価償却引当特定資産 430,000,000 380,000,000 50,000,000

その他の固定資産 < 57,114,595 > < 61,792,724 > < △ 4,678,129 >
電話加入権 1,239,853 1,239,853 0
施設利用権 761,600 952,000 △ 190,400
ソフトウェア 4,529,914 8,447,643 △ 3,917,729
有価証券 47,296,568 47,866,568 △ 570,000
出資金 3,240,000 3,240,000 0
預託金 46,660 46,660 0

流動資産 ( 3,108,648,532 ) ( 2,953,573,965 ) ( 155,074,567 )
現金預金 2,842,737,284 2,700,408,898 142,328,386
未収入金 110,583,669 147,473,058 △ 36,889,389
短期貸付金 0 550,000 △ 550,000
有価証券 154,714,009 104,714,009 50,000,000
立替金 75,570 0 75,570
保証金 538,000 428,000 110,000

資産の部合計 13,055,183,492 13,007,675,522 47,507,970

科目

固定負債 ( 1,494,311,950 ) ( 1,599,505,335 ) ( △ 105,193,385 )
長期借入金 838,927,000 982,237,000 △ 143,310,000
退職給与引当金 655,384,950 617,268,335 38,116,615

流動負債 ( 750,390,099 ) ( 670,418,071 ) ( 79,972,028 )
短期借入金 143,310,000 143,310,000 0
未払金 76,102,428 75,872,258 230,170
前受金 419,246,800 413,684,800 5,562,000
預り金 39,149,111 37,551,013 1,598,098
修学旅行費預り金 72,581,760 0 72,581,760

負債の部合計 2,244,702,049 2,269,923,406 △ 25,221,357
純資産の部

科目

基本金 ( 14,926,884,844 ) ( 14,759,291,159 ) ( 167,593,685 )
第１号基本金 14,628,884,844 14,461,291,159 167,593,685
第３号基本金 30,000,000 30,000,000 0
第４号基本金 268,000,000 268,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 4,116,403,401 ) ( △ 4,021,539,043 ) ( △ 94,864,358 )
翌年度繰越収支差額 △ 4,116,403,401 △ 4,021,539,043 △ 94,864,358

純資産の部合計 10,810,481,443 10,737,752,116 72,729,327
負債及び純資産の部合計 13,055,183,492 13,007,675,522 47,507,970

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

貸借対照表
令和 4年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



(注記)　

１、重要な会計方針

（１） 引当金の計上基準

徴収不能引当金

　・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

　・・退職金の支給に備えるため、大学・短期大学部・本部については期末要支給額859,529,022円を基にして

　私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額の100％を計上

　している。高等学校・幼稚園については、期末要支給額310,597,768円から退職社団交付金相当額を控除した

　金額の100%を計上している。

（２）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

　・・移動平均法に基づく原価法である。

外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

　・・外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務

　については、取得時または発生時の為替相場により円換算している。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　・・預り金に係る収入と支出は総額で表示している。

食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　・・補助活動に係る収入と支出は総額で表示している。

２、重要な会計方針の変更等

なし

３、減価償却額の累計額の合計額 円

４、徴収不能引当金の合計額 円

５、担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

日本私立学校振興・共済事業団の長期借入金及び１年以内返済長期借入金419,370,000円、金沢信用金庫の

長期借入金及び１年以内返済長期借入413,604,000円、及び北陸銀行の長期借入金及び１年以内返済長期借

入149,263,000円に対し、土地68,532.79㎡ 684,125,153円、建物32,308.84㎡ 2,952,151,642円を担保に提

供している。

６、翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 676,231,755 円

6,845,943,040

0



７、当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８、その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

　①　総括表　

（単位　円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

　②　明細表

（単位　円）

（２）関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

役員・法人の名称 事業内容又は職業

関連当事者との取引条件及び取引条件の決定方針
商品の購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（３）学校法人間の財務取引

該当なし

当年度（令和4年3月31日）

貸借対照表計上額 時価 差額

82,529,818 134,849,724 52,319,906

（うち満期保有目的の債券） 0 0 0

81,620,759 75,739,444 △ 5,881,315

（うち満期保有目的の債券） 0 0 0

合　　計 164,150,577 210,589,168 46,438,591

（うち満期保有目的の債券） 0 0 0

時価のない有価証券 37,860,000

有価証券合計 202,010,577

種類
当年度（令和4年3月31日）

貸借対照表計上額 時価 差額

債券 154,714,009 203,225,337 48,511,328

株式 9,436,568 7,363,831 △ 2,072,737

投資信託 　　　　　　　　― 　　　　　　　　― 　　　　　　　　―

貸付信託 　　　　　　　　― 　　　　　　　　― 　　　　　　　　―

その他 　　　　　　　　― 　　　　　　　　― 　　　　　　　　―

合計 164,150,577 210,589,168 46,438,591

時価のない有価証券 37,860,000

有価証券 202,010,577

（単位　円）

属　　　　　性 住所 資本金又は出資金 議決権の所有割合

監事紺谷修及びその近親者が議決権の
過半数を所有している会社

河村株式会社 金沢市 40,000,000 洋紙等販売 ―

関係内容
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

兼任１名 商品の購入 購入代金の支払 6,162,653 未払金 14,000


